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平成22年4月1日より、雇用保険法が改正されました。主な改正事項は次のとおりです。

1.雇用保険法関係
(1)雇用保険料率の変更
	
	一般
	建設

	会社負担分
	0.95%

(旧0.7％)
	1.15%

(旧0.9％)

	本人負担分
	0.6％

(旧0.4％)
	0.7％

(旧0.5％)

	合計
（会社、本人）
	1.55％

(旧1.1％)
	1.85％

(旧1.4％)


(2)雇用保険の適用範囲の拡大

	旧
	新

	○6ヶ月以上の雇用見込みがあること

○１週間当たりの所定労働時間が20時間以上であること
	○31日以上の雇用見込みがあること

○１週間当たりの所定労働時間が20時間以上であること


※平成22年４月１日以降に雇い入れる場合だけでなく、平成22年４月１日以前から勤務している労働者であって、4月1日以後31日以上の雇用の見込みがある場合、4月1日から雇用保険に加入させる必要があります。
(3)雇用保険に未加入とされた者に対する遡及適用期間の改善

　①会社が届出を行わなかったため未加入とされていた者のうち、会社から雇用保険料を控除されていたことが給与明細等の書類により確認された者については、2年（現行）を超えて遡及ができるようになりました。

　② ①の場合、会社全体で保険料を納付していないことがわかると、保険料徴収の時効である2年を超えて保険料を納付可能とし、その納付を勧奨されます。
(4)育児休業給付金の変更(4月以降休業開始者)

育児休業中休業前の給与の30%、職場復帰後6ヶ月経過後の20%、計50％の給付でしたが、職場復帰後の給付が無くなり、育児休業中に50%の給付がされるようになります。

建設の事業は、元請けの会社が下請け分の労災保険料も納付義務を負うことになっています。しかし、自ら建築主として建物の建築を請負業者に注文する場合は、元請負人に当たらないという扱いがされるようになりました。
(例)住宅等を販売する事業主等が自ら建築主として建物の建築を請負業者に注文する場合 

→ A社が発注者となり、Ｂ１～３社が元請負人となる。この場合、Ａ社による施工管理の有無は問わない。


　　　　　　　　　　　　　　 ←元請負人
平成22年度4月1日以降に制度を導入する事業主に対して、以下のような変更がありました。

1.支給申請時期

	旧
	新

	制度導入（就業規則施行）後すぐの申請が可能
	制度導入（就業規則施行）後、6ヶ月以上経過したのち申請可能


2.助成額の変更

（「70歳以上定年引上げ又は定年の廃止」、「希望者全員70歳以上継続雇用」の制度導入の場合）

	旧
	新

	支給申請日の前日において当該事業主に１年以上継続して雇用されている60歳以上の雇用保険被保険者がいれば、助成額に差はなし。
	支給申請日の前日において当該事業主に１年以上継続して雇用されている64歳以上の雇用保険被保険者がいない場合、支給額が従前の半額となる。


具体的な金額はお尋ねください。

労働契約法内の「労働契約の変更」について規定されている内容は以下の通りです。
①変更の場合も労働者と使用者双方が対等の立場で合意し成立するという合意原則を明確化
②一方的に就業規則の変更により労働者に不利益な変更はできないこと
③変更後の就業規則を労働者に周知し、かつ、下記を考慮して就業規則の変更が合理的な場合、労働条件が変更されること
　・労働者の受ける不利益の程度

　・労働条件の変更の必要性

　・変更後の就業規則の内容の相当性

　・労働組合等との交渉の状況

　・その他の就業規則の変更に係る事情
　これらにより、労働契約の成立、変更の原則や、労働契約と就業規則の関係が明らかになりました。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；通勤中に従業員がケガをして、休業しています。この場合、最初の３日間は労災の給付がありませんが、会社側で何か補償しなければいけないのでしょうか？
Ａ；労災保険では、労働者が仕事中に事故（業務災害といいます）、または通勤中に事故（通勤災害といいます）に遭い休業をしている場合、その労働者の平均賃金の60％が支給されることになっています。これを休業給付といいます。これに加えて労働福祉事業の一環として平均賃金の20％の給付も行われますので、休業中は平均賃金の80％が補償されます。

さて、ご質問にもあるように休み始めの3日間、労災保険法上は、休業給付が支給されないことになっています。
この3日間について、業務災害の場合は、労働基準法で会社に補償義務があり、平均賃金の60％を会社が補償するよう定められています。業務中の事故は、従業員が会社の支配下に置かれているため、休業の1日目から補償する責任があると考えられているからです。
これに対して、通勤災害に会社責任はないことになっています。従業員の居住地、通勤経路等の選択は従業員の責任によるものと考えられているからです。

従って、ご質問のように通勤災害で休業する場合、最初の3日間の休業に対する補償義務は会社にありません。
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